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平成１８年３月３０日 省議決定 

 
 国土交通省政策評価基本計画（平成１４年３月２２日省議決定）及び平成１７年度国土交通省事後評

価実施計画（平成１７年３月２５日省議決定、改正７月２９日省議決定）に基づき、新規事業採択時評

価、再評価及び完了後の事後評価を実施した。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第

１０条の規定に基づき作成するものである。 
 
１．個別公共事業評価の概要について 
 国土交通省では、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての所管公共事業を対象

として、事業の予算化の判断に資するための評価（新規事業採択時評価）、事業の継続又は中止の判断

に資するための評価（再評価）及び改善措置を実施するかどうか等の今後の対応の判断に資する評価（完

了後の事後評価）を行うこととしている。 
 新規事業採択時評価は、原則として事業費を予算化しようとする事業について実施し、再評価は、事

業採択後５年間が経過した時点で未着工の事業及び事業採択後１０年間が経過した時点で継続中の事

業等について実施する。また、完了後の事後評価は、事業完了後の一定期間（５年以内）が経過した事

業等について実施する。 
 
（評価の観点、分析手法） 
 国土交通省の各事業を所管する本省内部部局又は外局が、費用対効果分析を行うとともに事業特性に

応じて環境に与える影響や災害発生状況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に評価を

実施する。事業種別の評価項目等については別添１（評価の手法等）のとおりである。 
 
（第三者の知見活用） 
 再評価及び完了後の事後評価にあたっては、学識経験者等から構成される事業評価監視委員会の意見

を聴取することとしている。 
 また、評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指標の定量化等について公共事業評価システム研

究会において検討し、事業種別毎の評価手法の策定・改定について、評価手法研究委員会において意見

を聴取している。 
 また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとしている

（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 

 今回は、平成１８年度予算に向けた評価として、個別箇所で予算内示をされた事業を含め、新規事業

採択時評価５７０件、再評価８９９件及び完了後の事後評価１５６件を実施した。また、平成１７年度

予算に関して、年度途中において予算化されたものについて、新規事業採択時評価２０件を実施した。

事業種別ごとの件数一覧は別添２及び別添４、評価結果は別添３及び別添５のとおりである。 
 再評価及び完了後の事後評価にあたって、個別事業ごとに事業評価監視委員会から意見等を聴取した。

今後とも、これらを踏まえ適切に個別公共事業評価を実施することとしている。 


